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本稿の目的は, 工業高校における生徒の職業に対する自己効力感に関する先行研究を整理し, 今後の工業高校における
教育研究の方向性を検討することである。 まず, 工業高校の役割とその教育課程におけるキャリア教育の方向性について
整理した。 その結果, 1978年以降の高等学校学習指導要領改定において工業科の目標から 「中堅技術者」 の養成という文
言が削除された後, 近年は 「将来のスペシャリスト」 の育成という考え方が台頭してきたにも拘らず, 工業高校を卒業し
た後に, 関連業種に就職しない生徒や職業生活を適切に営めない生徒が増えつつある点に現在の工業高校の課題を把握し
た。 また, この間題の背景と して, 工業高校生が様々な学習経験を自已のキャリア形成と適切に結びつけられず, 将来の
職業生活に対する見通しや自信, 展望がもててないことを指摘した。 そこで, 進路選択に関わる自己効力感形成に関する
先行研究を整理したところ, 普通科高校や大学生を対象と した調査研究において, 生従の進路選択自已効力の高まりが無
気力感の低減や学校適応感の向上に寄与し, キャリ ア発達上, 重要な役割を果たしていることが把握された。 しかし, 工
業高校を対象にこのよう な観点から自己効力感形成について検討した先行研究はほとんど行われていないことが明らかに
なった。 そこで, これらの先行研究の動向を踏まえ, 今後の工業高校においては, ①工業高校生の職業に対する自己効力
感の構造的な把握, ②工業高校生の職業に対する自己効力感の形成要因の検討, ③工業高校生の職業に対する自己効力感
形成が与える効果に関する検討の3 点が研究課題と して重要であるこ と を指摘し
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1 . 目的
本稿の日的は, 工業高校における生徒の職業に対する
自己効力感に関する先行研究を整理し, 今後の工業高校
における教育研究の方向性を検討することである。 
2 . 背景及び問題
2009年 (平成21年 ) 告示高等学校学習指導要領 ' ) で
は, 高校教育の日的を, 生徒が社会人として一般的な教
養を高め, 専門的な知識, 技術及び技能を習得し, 個性
に応じて将来の進路を決定し, その実現に向けて白らを
向上させる力, 職業を選択する力を養う こととしている。 
のう ち, 工業に関する科日 (以下, 工業科) を主に学
科群として構成している高校 (以下, 工業高校) では, 
工業の各分野に関する基礎的 ・ 基本的な知識と技術を習
得させ, 現代社会における工業の意義や役割を理解させ
るとともに, 環境及びエネルギーに配慮しつつ, 工業技
術の諸問題を主体的, 合理的に, かつ倫理観をもって解
決し, 工業と社会の発展を図る創造的な能力と実践的な
態度を育てることをねらいと している。 同学習指導要領
に関する高等学校新教育課程説明会資料2 ) (文部科学省, 
2010年 ) (平成22年) では 「工業に関する学科において
は, これまでにも工業科に関する各教科の履修を通して
工業に関する基礎的 ・ 基本的な知識 ・ 技術を身に付ける
ことにとどまらず, 実験 ・ 実習という実際的 ・ 体験的な
学習を重視してそれらの知識 ・ 技術を実際に活用できる
実践力の育成に努めてきている」 と述べている。 また, 
同資料では, 「長期にわたる景気の低下による不況など, 
工業高校卒業生に対する求人がこれまでに比べ激減して
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きている状況が続いてきている。 また, 現代の工業技術
の進展に伴い, 産業界において必要と される専門知識や
技術 ・ 技能は, 一層高度化かつ総合化するとともに, 国
境を越えた国際的な分業や国際競争の激化が一層進んで
いる」 と した上で, 「このため, 将来のスペシャリスト
として必要な専門性の基礎 ・ 基本を一層重視させ, 将来
の職業生活を通して自己実現が図れるよう個性や能力を
伸長し, 生涯にわたって継続的に学習する意欲や態度を
身に付けさせることが重要である」 と述べている。
これまで, 1951年 (昭和26年) の高等学校学習指導要
領 3) の試案で示された高校における工業教育の日標で
は, 「高等学校における工業教育は, 将来, 日本の工業
の建設発展の根幹である中堅技術工員となるべきものに
必要な, 技能 ・ 知識 ・ 態度を養成するものである」 と述
べられており, 工業の基礎的な技能を習得し, さらに, 
工業技術の科学的根拠を理解し, これらを高めるために
必要な知識を習得することが求められてきた。 その後, 
1956年 (昭和31年) に実施された高等学校学習指導要
領 4) においても 「高等学校における工業教育は, 中学
校教育の基礎の上にたち, 将来我が国工業界の進歩発展
の実質的な推進力となる技術貝の育成を日的とし, 現場
技術にその基礎をおいて, 基礎的な知識 ・ 技能 ・ 態度を
習得させ, 工業人と しての正しい自覚をもたせることを
目指すものである」 とされてきた。1960年 (昭和35年) 
及び1970年 ( 昭和45年 ) の高等学校学習指導要領5)6) 
における日標においても, 「工業の各分野における中堅
の技術者に必要な知識と技術を習得させる」 と述べてい
る。 しかし, 1978年 (昭和53年) 以降の高等学校学習指
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導要領 7) の改定内容では, 工業科の日標から 「中堅技
術者」 の養成という文言が削除され, 工業科の専門科目
の最低履修単位数が35単位から30単位に削減されてきて
いる。 その後, 1999年 (平成11年) 3月告示 (2003年一
部改定) 高等学校学習指導要領8 ) では, 工業科の専門
科日の最低履修単位数がさらに30単位から25単位にまで
削減されてきた。 また, 卒業単位数に触れても1951年
(昭和26年 ) の試案では, 85単位以上となっていたが, 
1978年 (昭和53年) に80単位に削減され, それ以降の現
行では74単位以上となった。
このよう に, 上記の資料が指摘する 「将来のスペシャ
リスト」 の育成とは裏腹に, 十分な専門性を身につけら
れないまま, 卒業していく 生徒が増加している。 このよ
う な状況の中で, 近年, 工業高校卒業後, 関連する職業
に就職しない生徒, 就職しても定着せずに早期に離職す
る生徒, フリータ一や無業者の増加, 就職せずに進路を
先延ばしするモラトリアム化する生徒の増加が見られる。 
そして, それに加え地道な職業を嫌う製造業離れなど多
く の問題が発生している9)。 したがって, 工業高校では, 
3 年間の学習指導の集大成と して, 就職や進学など個々
の生徒の進路を実現させる進路指導は極めて重要であるc 
本稿では, このよう な背景のもと, 今後の研究で取り組
むべき課題を明らかにするものである。 
3 . 先行研究の整理
3.1 職業指導・ 進路指導及びキャリア教育に関する先行研究
(1) 職業指導・ 進路指導及びキャリア教育の史的展開
我が国のキャリア教育の成り立ちについては, 1915年
(大正 4 年) , 入沢宗壽が著書の 「現今の教育」 で米国に
おけるVocational Guidance を初めて 「職業指導」 と訳
し紹介された。1919年 (大正 8年) に, 職業行政が中心
に青少年に対する公立施設と して, 初めて大阪市立児童
相談所で満20歳未満を児童と して扱い, 職業指導と して
学校選択, 職業紹介, 紹介所の指導を業務として行われ
たことが職業指導の始まりである。 その後, 学校教育へ
の職業指導の導入が見られ, 1925年 (大正14年) , 内務
省, 文部省連盟による通 世木「少年職業書紹介二関スル件」
が職業紹介所と小学校との連携による職業紹介を求めた
ことで学校教育へ拡大した'°)。 また, 我が国における職
業指導の定義 ' ') については, 1947年 (昭和22年) に交
付された職業安定法5 条によれば, 「職業に就こ う とい
う ものに対し, その者に適当な職業の選択を容易にさせ
及びその職業に対する適応性を大なら しめるために必要
な実習, 指示, 助言その他の指導を行う ことをいう」 と
標記されている。 また, 文部省1955年 (昭和30年) の定
義 '2) については, 「学校における職業指導は, 個人資料, 
職業学校情報, 啓発的経験, 及び相談を通じて生徒自ら
が将来の進路の選択 , 計画をし, 就職又は進学して, さ
らにその後の生活によりよく適応し, 進歩する能力を伸
張するように, 教師が教育の一環として, 組織的継続的
に援助する過程である」 と説明された。 そして, 学習指
導要領では, 職業指導 (Vocational Guidance) から進路
指導 (Career Guidance) に文言が変更しており, 「進路
指導とは, 生徒の個人資料, 進路情報, 啓発的経験, 及
び相談を通じて生徒白らが, 将来の進路の選択 , 計画を
し, 就職または進学をして, さらにその後の生活により
よく適応し, 進歩する能力を伸張するよう に, 教師が組
織的, 継続的に指導, 援助する過程をいう」 と定義'3) 
している。1983年 (昭和58年) に改定された内容につい
ては, 「進路指導は生従の一人ひとりが, 自分の生き方
への関心を深め, 自分の能力 ・ 適性の発見に努め, 進路
の世界への知見を広く かつ深いものと し, やがて自分の
将来の展望を持ち, 進路選択 ・ 計画をし, 卒業の生活に
よりよく適応し, 社会的 ・ 職業的自己実現を達成してい
く ことに必要な生徒の自己指導力の伸長を目指す, 教師
の計画的, 組織的, 継続的な指導 ・ 援助の過程と言い換
えるこ ともできる」 と明示している'4)。
一方, 日本進路指導学会 (2005年に日本キャリア教育
学会と名称変更) は, 1987年 (昭和62年) に進路指導の
総合的な定義'5) を 「進路指導は, 個人の生涯にわたる
職業生活の各段階, 各場面において, 自己と職業の世界
へ知見を広め, 進路に関する発達課題を主体的に達成す
る能力, 態度等を養い, それによって, 個人, 社会の双
方にとってもっとも望ましいキャリアの形成と職業的自
己実現を図ることができるよう, 教育的 ・ 社会機関なら
びに産業における専門的立場の援助者が体系的 ・ 継続的
に指導援助する過程である」 と示している。 その後, 文
部科学省は, 1999年 (平成11年) に中央教育審議会の答
申 '6) 「初等中等教育と高等教育との接続の改善について」
のなかで, 「キャリ ア教育」 という文言を初めて使用し
ている。 それは, 望ましい職業観 ・ 動労観及び職業に関
する知識や技術を身につけるとともに, 自己の個性を理
解し主体的に進路を選択する能力, 態度を育てる教育で
あるとともに, 小学校段階からの発達段階に応じての実
施や家庭や地域などの連携のもと, 体系的な学習を重視
すると共に, 学校ごとの目標設定や教育課程に位置付け
て計画的に行う必要性があると明示している。 また, 文
部科学省2004年 (平成16年) による進路指導とは, 「生
徒が自らの生き方を考え, 将来に対する日的意識を持ち, 
自らの意思と責任で進路を選択決定する能力, 態度を身
につけることができるよう指導援助することである」'7) 
と述べており, 進路選択が間近に控えた時期となってか
らの指導 ・ 援助や斡旋だけではなく, 入学から卒業まで
にと どまらず, 卒業後の追指導までも包含した計画的 ・ 
組織的な教育活動であると説明している。 さらに, 文部
科学省2004年 (平成16年) は, キャリア教育を 「児童生
徒一人ひとりのキャリ ア発達を, それにふさわしいキャ
リアを形成していく ために必要な意欲 ・ 態度や能力を育
てる教育」 と捉え, 「児童生従一人ひとりの動労観 ・ 職
業観を育てる教育」 と短く まとめている'8)。 また, 2年
後の2006年 (平成18年) に60年ぶりとなる教育基本法が
改正され, その翌年には, 学校教育法も改正された。 そ
して, 2009年告示 (平成21年) の 「中央審キャリア教育・ 
職業教育特別部会報告書」 には, 「勤労観 ・ 職業観や社
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会 ・職業的自立を図るための能力等を義務教育から高等
教育に至るまで体系的に身に付けさせるため, キャリア
教育の視点に立ち社会 ・ 職業とのかかわり を重視しつつ
教育の改善充実を図ることが重要である」 と報告してい
る'9)。 このよう に, 「職業指導」, 「進路指導」, 「キャリ
ア教育」 と今日に至るまでに文言は変更されてきている
が, 学校教育における生徒の自己実現に向けた将来設計
において, 在藉時のみならず, 卒業後に至る教育支援に
変わりないこ とは言う までもない。
(2) 今後の目指すべきキャリア教育の方向性
文部科学省委言t研究 ( 国立教育政策研究所生徒指導研
究センタ )ー 2011年 (平成23年) による 「キャリア発達
にかかわる諸能力の育成に関する調査研究報告書」2°) の
なかで, これまで, 日本の進路指導は継続的 ・ 組織的取
組を日指してきたが, 「キャリア発達を促す観点から生
徒の能力を育てる」 という考え方が十分ではなかったこ
とを報告している。 それらは, これまで, 進路指導の構
造化モデルの開発と して, 欧米諸国のキャリア発達支援
モデルを中心に研究の対象と されてきたが, 社会環境, 
教育体系など学校教育と子どもの成育環境などの背景が
日本とは異なるために導入するこ とに意味がないものと
示された。 しかし, どのプロ グラムにも 「育てるべき能
力 (competencies) 」 と して共通する点があることから, 
具体的能力を決定する過程において参考と され, 平成14 
年に同研究センターが提示した 「4 領域 8 能力」 は, そ
の先行する研究の成果を引き継いで開発されたものであ
る。 それは, 平成 8 年から2 年間にわたって実施された
もので, 「進路指導部会」(小学校, 中学校, 高等学校, 
大学教員及び企業の代表者からなる部会委員) が, 海外
のモデルで取り上げた能力等を参考に 「将来, 自分の職
業観 ・ 勤労観を形成 ・ 確立して, 自立的に社会の中で生
きていく ために, 発達的に育てなければならない能力, 
態度とは何か」 について議論された上で, 日本の学校で
児童生徒のために実践できることを検討した成果である
ものと報告している。
「4 領域 8 能力」 とは, 「人間形成能力 ( 自他の理解
能力 , コミ ュニケーショ ン能力)」, 「情報活用能力 (情
報収集 ・ 探索能力, 職業理解能力 )」, 「将来設計能力
(役割 ・ 把握 ・ 認識能力, 計画実行能力 )」, 「(意思決定
能力 (選択能力, 課題解決能力)」 である。 また, 「進路
指導部会」 では 「competency-based (育成する能力を基
盤と した) を理念と して, 小学校から高校の12年間に及
ぶ進路指導の構造化を提案するにいたった」 ものと示し
ている。 それらは, 「能力 (competency)」 について, 一
般には能力と訳されるが, 「ある課題への対処能力のこ
とで, 訓練によって習熟するもの」 という意味を内包し, 
この言葉の背景には, 「できるかどう か」, 「可能性があ
るかどうか」 という個人の現能力を重視する姿勢ではな
く, 「訓練で習熟させられる」, 「一緒に努力すればでき
るよう になる」 という 「育成」 の姿勢であることを示し
ている。 また, competent とは 「自信をもてる」 こ とで
あり, 児童生徒が 「やればできると感じ, 自信がもてる
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よう になる」 ことがcompetency-basedの効果であると示
している。 しかし, これら 「4領域 8能力」 ついては, 
①高等学校までの想定にと どまっているため, 生涯を通
じて育成される能力という観点が薄く, 社会人と して実
際に求められる能力との共通言語となっていない②提示
されている能力は例示にもかかわらず, 学校現場では固
定的にとらえている場合が多い③領域や能力の説明につ
いて十分な理解がなされないまま, 能力などの名称の語
感や印象に依拠した実践が散見されるなどの課題が指摘
されてきている。
これに対して, キャリア発達は生涯に渡って育成され
るべき能力であり, より一層現実に即して社会的 ・ 職業
的に自立するために必要な基盤となる能力と して再編さ
れた。 それは, 今後日指すべきキャリア教育と して, 中
央教育審議会 (2011) (平成23年) の 「今後の学校にお
けるキ ャリ ア教育 ・ 職業教育の在り方について (答
中)」2') において, 「社会的 ・ 職業的自立, 学校から社会 ・ 
職業への円滑の移行に必要な要素」 が提言されている。 
それは, 「分野や職種にかかわらず, 社会的 ・ 職業的自
立に向けて必要な基盤となる能力」 として 「基礎的 ・ 汎
用的能力」 と示されており, 「人間関係形成 ・ 社会形成
能力」, 「課題対応能力」, 「自己理解 ・ 自己管理能力」, 
「キャリ アプラ ンニング能力」 という4 つの資質 ・ 能力
の必要性を指摘している。 これは, 1 人ひとりのキャリ
ア発達を支援し, 個々に相応しいキャリア形成をしてい
く ために, 必要な能力や態度を育てるこ と を目指したも
のである。 このことから, 職業を中心とする就職志望者
の多い工業高校においては, 特定の産業分野に関連する
専門性を学んできた自己の学習経験をどのように将来の
職業生活と関連づけて, 個々の生徒の肯定感や自信など
から, 職業観 ・ 勤労観を形成 ・ 確立させ, 自立的に社会
の中で生きるために必要な能力, 態度を育てることは極
めて重要と考えられる。
しかし, 先述したように特定の産業分野に関連する専
門性を学んできた工業高校であっても, 白分に白信があ
まり持てず卒業後に向けて, 関連職業に就職する意識が
低い生徒, 進路意志決定ができない生徒, 職業生活を適
切に営めない生徒, 就職しても早期に離職する生徒, 就
職せずにモラ ト リ アム化する生徒の増加が見られる。 依
田 (2005)22) は, 工業高校の教育実践において生徒の自
信喪失の現実とその回復の必要性が指摘されていると述
べ , 生徒の自信を育てることは教育活動の重要なねらい
のひとつであると して, 教育的価値概念と して深められ
るべき ものである と述べている。 
以上を踏まえ, 工業高校で学ぶ生徒に工業高校での学
習経験に対する肯定感や自信から将来の職業を展望する
感覚を持たせ, 主体的に学習に取り組む姿勢を養う こと
が重要な課題となる。 このよう な, 肯定感や自信から将
来を展望する感覚は一般に自己効力感と呼ばれている。 
この課題の対処と して換言すれば, 現在の工業高校にお
ける実践上における教育支援の在り方を提案するために
は, 専門性を学ぶ工業高校生が学校生活の様々な場面や
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機会において, どのよう に将来の職業に対する自己効力
感を形成 ・ 変容しう るかに焦点を当てなければならない。 
その際, 工業高校における進路指導や学習指導の方法な
ど, 工業高校における教育課程とキャリア発達との関連
を視野に入れ検討することが重要であると考える。 ここ
に, 工業高校生の職業に対する自己効力感研究の必要性
を指摘することができる。
3.2 職業に対する自己効力感に関する先行研究
(1) 概念の整理
①自己効力感の概念
自己効力感 (Self-efficacy) という概念は, 1977年に
“Psychological Review”誌に掲載 さ れた “Sel f-efficacy: 
Toward a uni fying of behavioral change” というBandura 
の論文から用いられた用語である。 Banduraによると自
己効力感とは, 特定の行動に対する遂行可能性の認知で
あり, 自分は適切な行動をうまく やり遂げることができ
ると感じることである。 つまり, 自己効力感は , 行動に
直接的に影響を与えると仮定されており, 自己効力感が
高ければ課題に積極的に取り組むことができ, 得られる
結果のレベルが高く なる。 逆に, 自己効力感が低いと課
題への取り組みも消極的になり, 得られる結果のレベル
も低下すると考えられている23)。 そして, 自己効力とい
う ものは, 自然発生的に生じるものではなく, 4 つの情
報源に基づいて獲得されると指摘している。 まず, 一つ
目の情報源である個人的達成 (performance accomplish- 
ments) とは, 自ら行動して達成経験することであり, 
自己効力情報源の中で, 最も強力かつ有効な要因とされ
てい る。 二つ日の情報源である代理学習 (vicarious 
learning) 効果とは, 自分で行動しなく ても社会的モデ
ルの成功過程を観察することで, 自分にもできそう だと
効力予期を形成することである。 三つ目の情報源である
言語的説得 (verbal persuasion) とは, 他者からの示唆 ・ 
勧告を受け, 自己効力が上昇することである。 四つ日の
情報源であ る情緒的喚起( emotional arousal) とは, 生理
的反応によって効力予期が影響を受けることであると述
べている24)25)o また, Bandura (1985)26) は , 人間の行動
を決定する要因と して, 先行要因 ・ 結果要因 ・ 認知的要
因 (予期機能) の 3 つを示しており, 個人の認知的要因
が行動変容に果たしう る役割について検討している。 そ
の結果から, ある行動がどのよう な結果を生み出すかと
いう予期を結果予期 (outcome expectancy) , ある結果を
生み出すために必要な行動をどの程度う まく できるのか
という予期を効力予期 (ef ficacy expectancy) と呼び, 
主体がどの程度の効力予期をもっているかを認知したと
きに, その主体には自己効力があるものと説明している。 
このように自己効力感は, 学習者と課題との相互作用を
通して形成 ・ 変容されう る認知であり, 短期的 ・ 長期的
に課題解決に向けた展望や見通しをもたらすものである。 
本研究では, 工業高校生の将来の職業に対する自己効力
感を, Banduraの考え方に基づき, 「工業高校生が将来
の自己の職業生活を適切に営めそうであると感じる遂行
可能性の認知」 と定義し, 工業高校での学習経験に対す
る肯定感から将来の職業を展望する感覚と捉えることに
する。
②キャリア発違の概念
一方, 高校での進路指導においては, 生徒が社会との
関わりの中で将来の自己像を見つめ, その実現に向けて
努力しよう とする意識を高めていく ことが重要である。 
こ のよ う な個人 と 社会 と の相互作用は, キ ャ リ ア
(Career) という 言葉を用いて説明される。 キャリ アと
は, 一般的には経歴, 履歴またはその人の専門職業, 仕
事などの意味に使われることが多いが, 使用する人や研
究者によってさまざまに定義されている。 渡辺(2007) 27) 
は , 「日本においてキャリ ア(Career) という用語は, 
職務 (job) , 職種 (Occupation) とほとんど同義語的に
用いられている現実もあり, 職業生活での昇進, 昇格と
いう意味を内包させていたりする。」 と述べている。 ま
た, 「『キャリ ア』 という言葉には, 『職業との関わりに
おける個人の行動』, あるいは 『個人が, 具体的な職業
や職場などの選択 ・ 決定を通して創造していく 個人側の
プロセス』 という意味が含まれており, 仕事を経験して
いる 『個人』 『個人の内面』 の意味が内包されている。」
と述べている。
Raynor & Entin (1982)28) は , キャリ アの概念につい
て 「現象学的な概念であると同時に, 行動に関わる概念
である」 と した上で, 「個々人が行う事と, その人の自
己についての見方とを結びつける概念」 と し, キャリ ア
が 「長期間にわたって抱く自己についての感覚から成っ
ており, それは個人の行為とその結果を通して明確化さ
れる。 キャリアは, 人が自分の社会環境の文脈の中で自
己の捉え方を規定する」 と説明している。 これらの考え
方を踏まえ木村 (1997)29) は , キャリ アを①何らかの意
味で上昇的な要素を含む仕事 (職業的) 移動, ②個人
の生涯にわたって継続するもの, ③その中心となるもの
は個人にふさわしい人間的成長や自己実現であることの
3点が含意されていると指摘している。
このよう なキャリアの持つ人間的成長や自己概念の要
素には, その発達過程を捉える視点が含まれている。 こ
こでいう自己概念とは, Super (1963) 3°) によると 「個
人が主観的に形成してきた自己についての概念」 である
主観的自己と 「他者からの客観的なフィ ード ・ バックに
基づき白己によって形成された白己についての概念」 で
ある客観的自己の両者が, 個人の経験を通して統合され, 
構築されていく もと示している。 また, 自己概念は, 個
人が自分の価値 , 興味 , 能力をどのように捉えているか
についての多様な側面を持つものであり, その中でキャ
リアに関する側面に関わる自己概念はキャリア自己概念
(Career Sel f-concept) と呼ばれており, キャリア自己概
念を発達させ実現していく プロセスはキャリア発達と呼
ばれている。 例えば, Gysbers (2005) 3') は , 生涯にわ
たるキャリア発達を 「一人の人間の人生における役割, 
そして出来事を統合するこ とによって, 生涯を通じてな
される自己発達」 と定義と している。 このことについて
Super (1957)32) は , キャリ ア発達の過程を自己概念の
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成熟, 発達という観点から 「成長期」, 「探索期」, 「確立
期」, 「維持期」, 「移行期」 に分類し, 生涯にわたる人間
のキャリ アを時間で表現するライ フキヤリ アレイ ンボ
ー32) を図示 している。
また, Super (1963)33) は , 青年期の職業に対する興
味 ・ 関心 ・ 考え方や職業選択等を通じて, 職業的自己概
念が形成されることを指摘しており, 浦上 (1996) 34) は , 
進路選択過程に対する自己効力感が高いことは, 進路探
索意図や進路探索行動を促進するものであると述べてい
る。 これらの意識と自己概念との間には, 密接な関性が
あるこ とも指摘している。 これらのこ とから, 工業高校
において形成される自己概念と職業に対する自己効力感
の間には, 浦上が述べるよう に何らかの関連性があるも
のと予測できる。 そして, Super (1984) 35) は , キ ャ リ
ア発達課題へ取り組もう とする個人の態度的 ・ 認知的レ
デイネスと してキャリ ア成熟(career maturity) という
概念を提唱している。 キャリア成熟は, 心理社会的構成
概念であり, それは成長から解放までのライ フ ・ ステー
ジの一連の職業的成熟の程度を意味するものである。 我
が国では, 坂柳 (1999)36) が 「成人が自分のこれからの
人生や生き方, 職業生活, 余暇生活について, どの程度
成熟した考えを持っているかを表す概念」 と して成人キャ
リ ア成熟という概念を定義し, 「成人キャリア成熟尺度」
を構成している。 この尺度は, 自己のキャリアに対して, 
積極的な関心をもっているかという 「キャリ ア関心性」, 
自己のキャリアへ対して, 将来展望を持ち, 計画的であ
るかという 「キャリ ア計画性」, 自己のキャリアへの取
り組み姿勢が, 自律的であるかという 「キャリア自律性」
の 3 因子で構成されている。 このよう に, キャリ アの概
念は発達的な観点から整理され, 工業高校のみならず, 
あらゆる学校段階における進路指導の中心的な概念となっ
ている。 しかし, 工業高校においては特に, 教育課程の
持つ専門性と産業との素がり を背景とするため, 生徒に
それぞれの自己実現に向けて将来の職業に対する自信や
展望を適切に持たせることが重要と考えられる。
③キャリア発達と自己効力感との関連性
職業に対する自己効力感のよう に, 生徒の進路選択や
キャリア形成における自己効力感(進路に対する自己効
力感 , career sel f-efficacy) の概念を初めて用いたのは, 
Hackett & Betz (1981)37) である。 彼らは, Banduraの
提唱した社会的学習理論を職業選択の領域に応用し, 社
会的認知理論 (social cognitive theory) を構築している。 
さらに, Betz & Hackett (1981) 38) は , 職業に対する興
味と職業に関する自己効力感との間に関連性がみられて
おり, 効力の信念が強いほど, 所定の職業分野に興味を
より多く示し, 職業に関する自己効力感が, 職業興味を
高めてい く こ と を示している。 そして, Taylor & Betz 
(1983)39) は , 進路選択に対する自己力効力の強い者は, 
進路選択行動を活発に行い, 努力をする一方, 自己効力
の弱い者は, 進路選択行動を避けたり, 不十分な活動に
終始してしまう と述べている。 特に, Lent, Larkin & 
Brown (1989) 4°) は , 職業に関する自己効力感と職業に
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対する興味が結びついて生徒が自己の職業選択を予測す
ると指摘している。 また, Lapan & Jingeleski (1992) 4' ) 
は, 職業に関する白己効力と職業に対する興味, 職業に
対する希望達成の期待が相互に強 く 関連している と述べ
ている。 さらに, Hackett & Lent (1992) 42) によ ると, 
現在の職業に関する自己効力は, 結果的に興味を通して
直接的 ・ 間接的に将来の仕事の遂行と選択に影響を与え
るこ とが指摘されている。
このよう な将来への展望と現在の行動とを関連づける
心理的要因について, Lewin (1954) 43) は時間的展望体
験という概念を提唱している。 ここでいう時間的展望体
験とは, 「ある一定の時点における個人の心理学的過去
および未来についての見解の総体」 である。 このことか
ら, 富安 (1997b)44) 
確信度を意味するこ
は, 自己効力が将来の行動遂行の
とから考えると, 自己効力と将来に
対する見通し, つま リ未来に対する時間的展望との間に
密接な関連があると考え, 進路決定自己効力と時間的展
望との関連について, 大学 3 年生を対象と した研究が見
られる。 この尺度は, 日本の大学生の様々な進路を想定
し, 卒業前と卒業後の進路決定行動に必要であると考え
られる質問項目と して, Taylor & Betz (1983) 39) , Crites 
(1965)45), 中西 (1976)46), 竹内 ・ 坂柳 (1982) 47), およ
び下山 (1986) 48) の各尺度を参考に構成したものを用い
て調査している。 また, 白井 (1994)49) は , 時間的展望
体験の構成因子と して将来の目標があるか, そのために
何を準備しているかという 「目標指向性」, 自分の将来
に希望が持てるか, 将来を切り開く自信があるかという
「希望」, 現在の生活が充実しているか, 現在の生活に満
足しているかという 「現在の充実感」, 過去を受け入れ
ることができるか, 過去の出来事にこだわっていないか
という 「過去受容」 の4 因子を抽出している。 この尺度
を用いて大石 ・ 岡本(2009) 5°) は, 青年期における時間
的展望とレジエリエンスとの関連について検討している。 
その他に も, 白井の尺度 を用い た研究には, 奧田
(2008)5') による大学生の時間的展望の構造に関する研
究や當山 (2010)52) による普通科高校生の学習に対する
動機づけと将来展望に関する研究などが見られる。 渡辺
ら (2007)53) が 「キャリアが 『時間的な経過』 を内包す
る言葉であるという ことは, たとえば, 『いま』 と一時
点を, 過去および未来という時間軸のなかの通過時点と
いう側面から捉えるという意味である。 いまを経験して
いることを, 過去と未来という時間帯のなかで経験と し
て理解するという意味である」 と述べるように, 工業高
校での進路指導においても, 生徒のキャリ ア発達を適切
に支援するためには, キャリアの持つ時間的連続性の視
点を重視することが重要である。
(2) 進路選択に関する自己効力に関する先行研究
①進路選択自己効力の測定尺度研究
Taylor & Betz (1983)39) の大学生 を対象 と した
「Career Decision-Making Self-Efficacy Scale (CDMSE)」
を参考に開発された自己効力測定尺度研究が見られる。 
富永 (2008)54) は , Taylor & Betz によ って提唱された
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CDMSEの訳語が 「進路選択自己効力」 であることを示
し, Betz (2001)55) は, 進路選択自己効力を個人が進路
を選択 ・ 決定するにあたって必要な課題を成功裡に収め
るこ とができるという信念であるこ とを示している。 ま
た, 富永は, これまでの進路選択自己効力に関する研究
について, 発達的な視点からアプローチされた研究は数
が少ないこ とを主張している。 さらに, これまでの研究
の多くは大学生を対象としたもので, 発達的な視点から
そのメ カニズムを検討した研究などほとんど見られなかっ
たことから, 今後は少なく とも小学校段階から大学段階
に至るまでの進路選択自己効力の形成過程の検討の必要
性を指摘している。 また, 富永は , これまでの進路選択
自己効力に関する研究を整理し, ①進路選択自己効力の
評価 ・ 測定尺度研究, ②進路選択自己効力と進路選択に
関わる要因との関連を検討した研究, ③進路選択自己効
力を高める方法についての研究の3 分類にまとめている。 
以下に我が国の進路選択自己効力に関する研究を示すこ
とにする。
②進路選択自己効力の評価・ 測定尺度研究
これまで我が国でも, (CDMSE: 進路選択自己効力尺
度) を参考にした進路選択自己効力を測定するための尺
度開発の研究が見られる。 大学生を対象者とした白己効
力尸度については, 浦上 (1995)56) の 「大学生の進路選
択に対する自己効力尺度」 が最も我が国で使用されてい
る尺度であると認められている。 この尺度は一因子構造
が妥当とされており, その後に, 研究者による因子分析
が行われた研究で も支持 さ れている。 一方, 浦上
(1995)°6) 以降の研究では, 古市 (1995)57) の 「進路決
定効力感測定尺度」 は, 「自己適性評価」, 「計画立案」, 
「職業情報収集」, 「困難解決」 の4 因子で構成された自
己効力尺度を作成している。 富安 (1997a)58) の 「大学
生用進路決定自己効力尺度 ( 日本語版) 」 は, c DMsE 
を翻訳 ・ 修正後に, 中西 (1976) 46) の 「進路発達検査」, 
竹内・ 坂柳(1982)47) の 「進路成熟態度尺度」, 及び下
山 (1986)48) の 「進路未決定尺度」 を参照している。 そ
の因子構造は, 「進路選択」, 「情報収集」, 「自己評価」, 
「計画立案」, 「間題解決」 の5 因子で構成された自己効
力尺度を作成している。 また, 富永 (2000)59) は , 富安
(1997a)58) と浦上 (1995)56) を参考にした 「進路選択過
程における自己効力尺度」 を作成している。 その因子構
造は, 「将来展望と計画立案」, 「基礎情報収集」, 「強い
意志」, 「興味 ・ 関心」, 「職業情報収集」, 「職業意義の明
確さ」, 「他者への相談」, 「就職における自己把握」, 「問
題解決」, 「挑戦指向」, 「キャリア計画」 の11因子で構成
された自己効力尺度である。 その他にも, 安達 (2001a) 
6°) の 「進路選択に対する自己効力感尺度」 では, Taylor 
& Betz (1983)39), 浦上 (1995)56), 古市 (1995) 57) 及び
富安 (1997a)58) を参照にしたが, 5 因子構造ではなく
1 因子が妥当であることを確認している。 長岡 ・ 松井 ・ 
山田 (2001)6') の 「進路選択に対する自己効力尺度」 で
は, 浦上 (1995)56), 古市 (1995)57) 及び冨安 (1997a) 58) , 
長岡・ 松井(1999)62) を参考にしており, 「自己評価」, 
「情報収集」, 「日標選択」, 「計画立案」, 「問題解決」 の
5 因子で構成されている。
高校生を対象と した評価 ・ 測定尺度研究については, 
浦上 (1991)63) の 「高校生の進路決定に対する自己効力
を測定する尺度」, 高須 (1997) 64) の 「進路意志決定自
己効力感尺度」 がある。 また, 大濱 ・ 古川(1999) 65) は , 
浦上 (1995)56) 及び富安 (1997a)58) を参考に就職と進学
に対応できる 「進路選択に対する自己効力測定尺度」 を
作成している。 この尺度は, 「進路選択」, 「情報収集と
計画立案」, 「他者からのアドバイス」, 「進路変更の柔軟
性」, 「意志の強さ」 の5 因子で構成されている。 永作 ・ 
新井 (2002)66) の 「高校生用進路決定自己効力尺度」 は, 
永作・ 新井(2001)67) の再検討後, 因子妥当性の検討が
され, 「進路決定の意志」, 「情報収集能力」, 「興味理想
決定」 の3 因子が妥当であるこ と を示している。 大谷
(2003)68) は, 大濱 ・ 古川(1999)65) の尺度を使用し, 
「進路の明確さ」, 「進路変更の柔軟性」, 「意志の強さ」
の 3 因子を抽出し, 学科 ・ 学年で進路選択自己効力に差
があることを確認している。 また, 中学生を対象者と し
た尺度では, 長谷川 (1995)69) の 「中学生用進路決定に
対する白己効力尺度」 が見られ, その後に, 松井 ・ 奈良
井 (2001)7°), 宮崎 ・ 西川(2004)7') は , 尺度作成で長
谷川の尺度を参考にしている。
富永は, これらの先行研究には発達的視点が欠如して
いると指摘した上で, 富永 (2006)72) の 「高校生のため
の進路選択自己効力 (HCDMSE) 尺度」 では, CDMSE 
と高校生を対象とした既存尺度の全項目の比較検討を行っ
ている。 その結果, 「職業情報収集」, 「課題解決」 の2 
領域で, 特に大学生と高校生の項日内容の違いを示し, 
高校生独自の尺度の必要性を明らかにしている。 さらに, 
発達段階を考慮した上で, 対象者が進路を選択 ・ 決定す
るために必要な行動が, 個々の具体的な課題と して設定
された項日からなる 「進路選択自己効力尺度」 が求めら
れるこ と を指摘している。
③進路選択自己効力と進路選択に関わる要因との関連を
検討した研究
③については, 進路選択自己効力と進路未決定, 進路
成熟など進路選択行動との関連についての研究を示して
いる。 まず, 大学生を対象者と した研究では, 富永
(2000)59) が, 女子大学生を対象と した 「進路選択自己
効力」 と実際の進路選択行動(時期 ・ 内容) との関連を
検討している。 その結果, 「職業情報収集」, 「基礎情報
収集」 と早期からの積極的な進路選択行動との間に強い
関連が認められている。 安達(2001a) 6°) は , 社会 ・ 認
知進路理論 (Lent et al, 1994)73) で設定されている進路
発達プロセスについて検証しており, 進路選択自己効力
と結果期待は, いずれも就業動機を媒介して探索意図に
肯定的な影響を及ぼしたことを明らかにしている。 また, 
安達 (2001b)74) は, CDMSE と古市 (1995)57) の尺度を
参照し, 「自己評価と職業情報の収集に対する効力尺度」
を作成し, 2 つの進路選択自己効力から就業動機, そし
て職業未決定へと至る因果関係について検討している。 
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その結果, 「自己評価」 から就業動機に正のパスが認め
られている。 また, 職業未決定への影響には学年差が認
められ, 1 年生は 「職業情報収集」 が, 2 年生は 「自己
評価」 が職業未決定を規定することを示している。長岡 ・ 
松井・ 山田(2001)6') は , 教育実習前後における進路選
択自己効力と進路成熟との因果関係を検討している。 そ
の結果, 教育実習前後における進路選択自己効力から実
習後の進路成熟へのパスは有意でなく, 実習前の進路選
択自己効力は実習前への進路成熟を介して, 間接的に実
習後の進路成熟を高めていることを示唆している。児玉 ・ 
松田・ 戸塚(2002)75) は, 浦上 (1995) )6) の尺度を用い
て大学生の情報収集行動に及ぼす進路選択自己効力及び, 
職業的アイ デンテイテイの影響を検討 している。 その結
果, 進路選択自己効力は, 友人等からの身近な情報や日
上の人からの情報の活用に影響を与えたいたこ とを明ら
かにしている。 高校生を対象と した研究では, 大谷 ・ 久
保田 (2000)76) が, 大濱 ・ 古川(1999)65) の尺度を使用
し, 進路選択自己効力 (特に 「実現性」 と 「意志」) を
高めることにより, 生徒の無気力を低減させ, 現在の生
活への適応を促進す る可能性 を示 し てい る。 大谷
(2003)68) は , 進路選択自己効力が高いほど, 内的統制
感が高いほど学校適応感が高いことを明らかにしている。
また, 松井 ・ 奈良井(2001)7°) は , 中学生を対象に, 
長谷川 (1995)69) の尺度を文言などの修正を用いて, 坂
柳 (1992)77) の 「学校適応と進路成熟」 と進路選択自己
効力との関連を検討している。 その結果, 1 ・2年生で
は , 他人から承認を得ている者が進路選択自己効力は高
いものの, 3 年生ではその影響が明確でないことを明ら
かにしている。 また, 女子の方が男子より も進路選択自
己効力が高いことも明らかにしている。
④進路選択自己効力を高める方法についての研究
④については, 進路選択自己効力を高めるこ とによっ
て進路選択者が抱える問題が改善される可能性が高いと
考えられることを示している。 まず, 大学生を対象者と
した研究では, 川崎 (1999) 78) が浦上 (1995)56) の尺度
を使用し, 職業情報検索による進路選択自己効力の変化
を検討している。 その結果, 情報検索の効果は認められ
なかった。 実験群 ・ 統制群とも2 回日の自己効力が有意
に高まったことを示している。 下村(2000) 79) は , 浦上
(1995)56) の尺度を使用し, 職業レデイネス高群の方が
進路選択自己効力は高い。 自己分析課題は, 進路選択自
己効力にあまり影響を与えず, 部分的文系ではやや自己
効力は高まるが, 理系では低まる傾向を指摘している。 
また, コ ンピュータによる情報検索そのものが進路選択
自己効力に影響を与える可能性も指摘している。 三村 ・ 
白石 (2001) 8°) は, 富安 (1997a)58) の尺度を使用し, 進
路に関する8 回の授業の前後で, 「情報収集」, 「計画立
案」 及び 「問題解決」 に有意差が見られ, 授業の効果を
確認している。 高良 ・ 金城(2001)8') は, 浦上 (1995) 36)
の尺度を使用 し, イ ンターンシッ プ経験による進路選
択自己効力及び職業レデイネンスの変化は認められなかっ
たが, イ ンターンシッ プに対する満足度が高い群は, 両
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得点が有意に高まるこ と を明らかに している。 田澤
(2002)82) は, 浦上 (1995)56) の尺度を使用し, 就職活
動中開始から終了まで約1 ヶ月ごとに縦断調査により, 
就職活動を行う最中に, 大学生の進路選択自己効力は変
容することが, 質問紙及び面接調査によって明らかにし
ている。 また, その変容には, 個人の捉え直しが伴う こ
とを示している。安住・ 足立(2004)83) は, 浦上 (1995) 
56) の尺度を使用し, 生相談室で行う キャリ アグループ
の効果を検証している。 その結果, 進路選択自己効力は
3 年時よりも4年時に有意に上昇したが, c , G参加群 ・ 
否参加群で有意差は確認されず, c , G参加者の自己効
力は時間の経過とともに(参加前< 参加直後< 1 年後) 
有意に高まったこ とを明らかにしている。 また, 高校生
を対象としたものは, 大濱 ・ 古川(1999)65) が, 進路先
訪問との先輩の体験談の効果を検討している。 その結果, 
どちらも進路選択自己効力の変化は有意ではないことを
示している。 笹谷 ・ 小川 (2002)84) は , 自己紹介のため
のプレゼンに取り組む授業によって, 「計画に対する心
構え」 のみ実験群でプラスの変化が見られ, 授業への参
加不参加に関わらず, 「進路選択とその計画性」 と 「対
人情報収集能力」 は一ヶ月後の再調査時の方が有意に進
路選択自己効力は高い結果が見られている。 中野 ・ 鈴木
(2002)85) は, 浦上 (1995)56) の尺度を使用し, 特性的
効力感と進路選択自己効力は正の相関であることを確認
し, GsE上位群は学年とともに進路選択自己効力は下
降し, GsE下位群は学年とともに進路選択自己効力が
上昇するこ とを示している。 宮下(2003)86) は , 浦上
(1995)56) の尺度を使用し, AO選抜入学者は, 進路選択
理由がアカデミ ック型で進路選択自己効力も高いが, 
AO選抜の間 (高校 3 年生の 6 月~ 11月) の個人内の自
己効力には有意差はみられないこ とを示している。 中学
生を対象としたものは, 下村 (2007)87) が, 坂柳 ・ 清水
(1990)88) の 「進路課題自信尺度」 を使用し, コンピュー
タを活用したキャリ アガイ ダンスの効果について検討し
ている。 その結果, コンピュータ活用の仕方を3 群 ( 自
由使用群 ・ テスト先行群 ・ 職業リスト群) 設定した実験
の結果, コンピュータ使用後に進路選択自己効力は全て
有意に高まり, 進路成熟度自律度によって効果の違いが
あることを示している。 これら先行研究では, 進路選択
白己効力が進路選択者の抱える問題や, 進路選択意識, 
態度との比較的強い関連があることを明らかにしている。 
この結果から, 前述したよう に富永は, 発達視点から検
討すべき点について, 進路選択能力の発達との相互の影
響について, 進路選択自己効力と進路選択能力を中心と
したキャリア発達の諸側面との関連を明らかにしていく
必要性があると指摘している。 そして富永は, 進路選択
能力領域について尺度構成を行った河崎 (2003) 89) の , 
「意志決定への自信」 は中学生より も高校生の得点が低
いことから, 河崎が, 今日の教育事情の中, 高校生は生
き方を模索しつつも積極的な意思決定をあえて避ける傾
向にあるという知見に着日している。 富永は, このこと
から, 能力の実態と進路選択自己効力を組み合わせたア
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セスメ ントが, より効果的なキャリア発達支援になるも
のと述べている。 これらを踏まえると, 進路を選択 ・ 決
定するにあたって必要な行動に対する自己効力感であり, 
本研究では, 対象者が工業高校生に限定されることを考
慮し, 広瀬 (1998) 9°) の特定の場面 ・ 状況ごとに特定の
行動に影響を与えるものであるとの考えから, 特定の産
業分野を背景に持つ工業高校で習得する技術 ・ 技能 ・ 資
格取得などの学習経験から, 将来の職業に対する自己効
力感を把握する尺度を新たに構成する必要があるものと
考えられる。
以上のよう に, これまでの進路選択自己効力に関する
先行研究から, 進路選択自己効力の形成要因と して, 教
科学習や進路成熟などがその影響対象と して, キャリア
発達や対人関係力等があげられる。 これらの自己効力に
関する先行研究に基づく と, Betz (2001) 9') が提唱する
進路選択自己効力は, 個人が進路を選択 ・ 決定するにあ
たって必要な課題を成功裡に収めるこ とができるという
信念であるとの考えから, 工業高校生が将来の自己の職
業選択 ・ 決定するにあたって将来の職業を適切に営めそ
うであると感じる遂行可能性の認知と捉え, 工業高校で
の学習経験に対する肯定感から将来の職業を展望するこ
とができる信念であると考えられる。 したがって, 工業
高校生の職業に対する自己効力感とその関連要因の構造
を把握することは, 今後の工業高校における進路指導と
教科指導, 生徒指導に向けて極めて基礎的な知見を提供
することができると考えられる。
⑤進路不決断に関する研究
工業高校では, 3 年間の学習指導の集大成として, 就
職や進学など個々の生徒の進路を実現させる進路指導は
極めて重要である。 そのため, 工業高校の進路指導では, 
様々な啓発活動と共に具体的な進路の選択, 実現に向け
た多様な支援が行われている。 このよう な進路指導のプ
ロセスを通して, 生徒に自らの適性や資質, 能力を見つ
めさせ, キャリ ア形成に向けた指導を図りつつ, 適切な
進路を切り開かせていかなければならない。 しかし, 特
定の産業分野に関連する専門性を学んできた工業高校生
であっても, 就職を日前に, 適切に進路意志決定ができ
ない生徒が少なからず見受けられる。 このよう な生徒は, 
自らの進路に葛藤し, 決定する決断を下すことができな
い状態にあるのではないかと考えられる。 このよう な, 
生徒が自らの進路を決断できない状態は, キャリア心理
学の分野において, 進路不決断 (Career Indecision) と
呼ばれている ( 0sipow, Carney & Barak1976) 92)。 進路
不決断について清水 (1990)93) は , どのよう な原因で不
決断が生じているのかを因子分析し, 進路不決断尺度を
構成している。 この尺度は, 「将来の職業の意志決定」
に関する8因子で構成されている。 第1 因子は, 職業を
決めるこ との必要性は認識していても, 決定するという
ことに不安を抱いていることを意味する 「職業決定不安」
因子である。 第2 因子は, 職業について考えすぎて決ま
らない, いろいろと興味があるのできまらないなど, 接
近一 接近の葛藤状態を意味する 「職業選択葛藤」 因子で
ある。 第3 因子は, 職業について誰かと相談したいとい
う要求の程度を測定する 「職業相談希求」 因子である。 
第 4 因子は, 親の反対や社会の変化など, 外的な職業の
選択に対する阻害因の存在を訴えていることを意味する
「職業障害不安」 因子である。 第5 因子は, 運や偶然な
ど生徒の能力や努力とは関係しない要因の存在により, 
職業の決定ができないことを意味する 「職業外的統制」
因子である。 第6因子は, 自己の興味, 関心, 能力, 適
性, そして職業についての情報がよく わからないので, 
意思決定ができないとの訴えなどを意味する 「職業情報
不足」 因子である。 第7 因子は, 職業のことをあまり考
えたこ とがない, 考えるこ とより も好きなこ と をしてい
たい, などのよう に決定を先に延ばす, あるいは回避す
ることを意味する 「職業モラト リアム」 因子である。 そ
して, 第 8 因子は, 希望は明確にあっても, 就職試験や
そのための準備に不安があることを意味する 「職業準備
不安」 因子である。 なお, 本尺度は, 中学生を対象と し
て作成された尺度であるが, 奥井 ・ 大里(2004) 94) によっ
て, 若年労働者への適用においても利用可能であること
が検証されており, この尺度を用いて大学生を対象と し
た萩原・ 櫻井(2008)95) や粕川 ・ 木村(2009) 96) の研究
などが行われている。 このこ とから, 本尺度は , 将来の
職業に関係する特定の産業分野への就職を中心とする工
業高校生への適用も可能であると考えられる。 また, 進
路不決断と自己効力感との関連について浦上 (1995) 56) 
は, これまでの進路不決断研究の成果がより直接的に介
入に反映させるためのものであり, 自信の無さという概
念を, 不決断を訴える者への介入の視座から, 自己効力
感という観点から捉え直したものであると述べている。 
さ らに, 自分の進路を決められないでいるこ と を示す進
路不決断と白己効力感との関連について今後の研究が極
めて重要であると指摘している。 このこ とから, 工業
高校で学ぶ自己の学習経験から進路を決定しなければな
らない工業高校3 年生が, 進路指導のプロセスにおいて, 
どの程度の進路不決断の様相を呈し, それがどの時期に
解消されていくのかを把握することは, 今後の工業高校
における進路指導のあり方を検討する上で, 基礎的な資
料となろう。 
4 . 研究課題の整理と展望
以上の先行研究の整理から, 本研究では工業高校生の
職業に対する自己効力感を 「工業高校生が将来の自己の
職業生活を適切に営めそうであると感じる遂行可能性の
認知」 と捉え, 工業高校における生徒の自己実現に向け
て, 将来の職業に対する自信や展望を適切に持たせるこ
との重要性を指摘した。 また, そのために工業高校にお
ける進路指導では, 生徒のキャリア発達を適切に支援す
る上で, キャリ アの持つ時間的連続性の視点を重視す
ることが重要と考えられる。 しかし, このよう な観点か
ら工業高校生の職業に対する自己効力感について検討し
た先行研究は十分でなかった。 したがって, 今後の研究
課題には, 次の 3 つが挙げることができる。 
工業高校における生徒の職業に対する自己効力感の形成に関する研究課題の展望
4.1 工業高校生の職業に対する自己効力感の構造把握
第一に, 工業高校における教育の実態を踏まえつつ, 
生従の職業に対する自己効力感を把握しう る適切な測定
尺度が存在しないことである。 工業高校生を対象と した
阿濱・ 東(2006)97) では, 浦上の作成した尺度が自己効
力測定に使用されている。 しかし, 廣瀬は 「自己効力が
特定の場面 ・ 状況ごとに特定の行動に影響を与えるもの
である」9°) との考え方から, 個々の研究ごとに目的に合
わせた尺度を構成する必要があると述べている。 また, 
浦上や富永の作成した尺度は, 進路を選択 ・ 決定するに
あたって必要な行動に対する自己効力である 「進路選択
自己効力」 を構成概念としているため, 工業高校生の将
来の職業に対する自己効力感を把握するには適していな
いと考えられる。 したがって今後は, 工業高校生の職業
に対する自己効力感を適切に把握しう る測定尺度を構成
する必要がある。 これが第一の研究課題である。
4.2 工業高校生の職業に対する自己効力感の形成要因に
関する検討
第二に, 工業高校生の職業に対する自己効力感の形成
要因を明らかにする必要性である。 前述したよう に, 自
己効力感に関する先行研究から, 自己効力感の形成要因
と してこれまで, 特定の産業分野に関連する専門性の学
習経験を取りあげることができる。 工業高校では, 教育
課程の専門性が産業との素がり を背景に持つことから, 
職業に対する自己効力感をキャリ ア形成の視点から捉え
なおす必要があるこ とである。 前述したよう に, 工業高
校の卒業に向けては, 生徒に自己のこれからの人生や生
き方についてある程度, 成熟した考え方を持たせ, 将来
の職業生活に向けた心構えを持たせることが重要である。 
しかし, 進路に対する自己効力感に関する先行研究は, 
普通科高校を対象にしたものが中心であり, 工業高校を
対象と した先行研究はほとんど見られない。 普通科高校
では高等教育機関への進学が主要な進路選択課題にな り
がちなのに対して, 工業高校では電気や機械, 化学など
特定の産業分野への入職を前提に職業選択や進路選択が
行われる点に特徴がある。 したがって, 生徒の専門性の
形成と キ ャリ アに対する意識及び, 先述 し たSuper 
(1963) 3°) や浦上 (1996)34) の考えを関連付け, 島田 ・ 
森山 (2013)98) の工業高校で形成された自己概念が, 将
来の職業に対する自己効力感にどのよう な影響を及ぼし
う るかについて検討することが重要な課題となる。 また, 
進路実現に直面する3年時の進路指導が生徒の職業に対
する自己効力感にどのよう な影響を及ぼしう るのかを知
る必要が考えられる。 これが第二の研究課題である。
4.3 工業高校生の職業に対する自己効力感形成が与える
効果に関する検討
第三に, 工業高校の生徒が将来の職業に対する自己効
力感を形成した場合, それが現在の学校生活に対する積
極性や前向き さにどの程度, フィ ー ド ・ バック されう る
かという点である。 一般に, 将来への肯定的な展望は, 
その逆算によって現在の自分の生活状況に一定の積極性
や前向きさを与えるものであることは, 前述した時間的
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展望体験という概念で説明することができる。 生徒の進
路に対する自己効力感を検討する教育的意義は, このよ
う な現在の行動や生活を将来展望のもとに適切に調整で
きるように支援することにある。 しかし, 前述した白井
らの先行研究は, 大学生や普通科高校生を対象としたも
のが中心であり, 工業高校の生徒を対象とした検討は十
分には行われていない。 また, 工業高校生を対象に進路
不決断と将来の職業に対する白己効力感との関連性につ
いて検討した研究は, これまでのところ知る限り行われ
ていないのが現状である。 このよう な現状に対する今後
の進路指導の改善に資するために, 工業高校の生活の中
で形成される生徒の職業に対する自己効力感が, 就職を
目前に控える工業高校3 年生にどのよう な役割を果たし
う るものなのか, その上で進路指導のプロセスにおいて, 
どの程度の進路不決断の様相を呈し, それがどの時期に
解消されていく のかを把握することが必要と考えられる。 
さらに, 工業高校在籍時の職業に対する自己効力感が卒
業 ・ 就職後にどのよう な効果をもたらすものなのか, 専
門分野の関連業種就職者およ び非関連業種就職者の群別
に検討することが重要である。 これが第三の研究課題で
ある。 
5 . まとめと今後の課題
以上, 本稿では, 工業高校における生徒の職業に対す
る自己効力感に関する先行研究を整理し, 今後の工業高
校における教育研究の方向性を検討した。 その結果,
今後の研究課題として, ①工業高校生の職業に対する自
己効力感の構造的な把握, ②工業高校生の職業に対する
自己効力感の形成要因に関する検討, ③工業高校生の職
業に対する自己効力感形成が与える効果に関する検討と
いう3 点に取り組んでいく必要があることを指摘した。 
今後は, これらの課題に体系的に対処していく研究を継
続的に蓄積していく必要があろう。 
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